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流
通・小
売

日本フランチャイズチェーン協会（JFA）：東京都港区虎ノ門３-６-２ 第2秋山ビル https://www.jfa-fc.or.jp/業界団体等

【値ごろ感】 物価高で強まる節約志向を捉えた商品開発。増量企画やおにぎりの割引フェアなど。キーワード

大手7社全店売上高：11兆7,953億円（2024年、前年比1.2％増、日本フランチャイズチェーン協会）業界規模
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セブン＆アイHDはＰＢやレジ横商品の拡充に注力
⃝�「セブンプレミアム」で低価格帯を3割、高価格帯を2割ずつ増
やし幅広い層に訴求
⃝�ドーナツや焼き菓子、入れたて紅茶などレジ横のメニュー強化で
来店動機づくり

中間層増えるアジアで積極出店

日本経済新聞記者が読む今後の焦点

基
礎
知
識

 

コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
は
弁
当
や
飲
料

な
ど
食
料
品
の
ほ
か
、
日
用
雑
貨
な
ど
を
扱

う
小
型
の
小
売
店
。
公
共
料
金
の
収
納
代
行

や
Ａ
Ｔ
Ｍ
、
宅
配
便
の
受
け
取
り
な
ど
生
活

に
関
連
す
る
サ
ー
ビ
ス
拠
点
に
な
っ
て
い

る
。日

本
で
は
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
チ
ェ
ー
ン

（
Ｆ
Ｃ
）
方
式
で
の
営
業
が
主
流
に
な
っ
て

い
る
。
再
編
が
進
み
大
手
３
社
が
国
内
シ
ェ

ア
の
９
割
以
上
を
占
め
る
。
各
社
は
食
料
品

や
日
用
雑
貨
で
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
ブ
ラ
ン
ド

（
Ｐ
Ｂ
）
商
品
の
開
発
に
力
を
入
れ
て
い
る
。

最
近
の
動
向

 

物
価
高
で
消
費
者
の
節
約
志
向
が
強
ま
る

な
か
、
各
社
は
割
安
感
の
あ
る
Ｐ
Ｂ
商
品
の

販
売
を
し
つ
つ
、
増
量
企
画
な
ど
お
得
な
販

促
イ
ベ
ン
ト
に
力
を
入
れ
る
。
ド
ラ
ッ
グ
ス

ト
ア
や
電
子
商
取
引
（
Ｅ
Ｃ
）
と
の
競
争
も

激
し
く
、
入
れ
た
て
紅
茶
や
揚
げ
物
な
ど
レ

ジ
横
商
品
の
付
加
価
値
を
高
め
る
工
夫
も
求

め
ら
れ
て
い
る
。

国
内
コ
ン
ビ
ニ
市
場
は
成
熟
し
、
出
店
余

地
も
限
ら
れ
つ
つ
あ
る
。
新
規
出
店
に
頼
る

成
長
戦
略
が
難
し
く
な
る
な
か
、
ア
ジ
ア
な

ど
海
外
で
の
事
業
拡
大
が
カ
ギ
を
握
る
。
ロ

ボ
ッ
ト
や
人
工
知
能
（
Ａ
Ｉ
）
の
活
用
な
ど

店
舗
運
営
の
省
人
化
に
向
け
た
取
り
組
み
も

欠
か
せ
な
い
。
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（
石
崎
開
）

2016年 9月 ファミリーマートとユニーグループ・ホールディングスの統
合会社「ユニー・ファミリーマートホールディングス」が発足

2017年 2月 三菱商事がローソンのTOB（株式公開買い付け）を完了
2018年 8月 伊藤忠商事がユニー・ファミリーマートホールディング

スをTOBで子会社化
2019年 9月 ユニー・ファミリーマートホールディングスがファミリー

マートを吸収合併、社名変更
2020年 11月 ファミリーマートが上場廃止
2021年 5月 セブン＆アイ・ホールディングスが米コンビニ大手を約

2兆円で買収
2024年 4月 KDDIのローソンへのTOB成立。三菱商事と50％ずつ

保有する共同経営体制に
8月 セブン＆アイ・ホールディングスが同業のカナダ社から

買収提案を受けていると公表

コンビニエンスストア業界年表
年表

注目企業の成長戦略

子会社

子会社
ファミリーマート

ファミリーマート

日配食品
27.5

非食品
（たばこ含む）

31.0

サービス
10.4

ファスト
フード
5.9加工食品

25.2

ファミマデジタルワン
ファミペイを運営

アパレル展開に注力

2
位

伊藤忠商事
各社の誘客戦略

セブンｰイレブン 
・ジャパン

小分け総菜「カップデリ」で、練り物の新シリー
ズを展開。デパ地下風の一品を手軽に増やせ
る「タイムパフォーマンス」で訴求

ファミリーマート 靴下やシャツなどデザインにこだわった独自
アパレルを強化

ローソン スーパーが撤退した過疎地に積極出店し生鮮
品など販売

物価高で節約志向高まる
集客に寄与する独自施が重要に（前年比増減率）

（注）既存店　（出所）日本フランチャイズチェーン協会

客単価売上高

客数

（年）

（%）
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物価高や少子高齢化を背景に消費者のニーズは一変した。自宅近
くのコンビニで生鮮品や衣料品を日常的に購入する動きも広がり、
従来の常識にとらわれない新たなコンビニ像を模索していく。

新型コロナウイルス禍を経て訪日観光客が増えるなか、地域の特
性を生かした独自商品の展開にも力を入れる。健康や環境、多様性
を軸にした商品開発は若い世代の支持を集めるうえで重要なテーマ
になる。

大手の海外店舗数（2024年度）
出店地域 海外店舗数

セブンｰイレブン 米国、中国、タイなど 64,073店
ファミリーマート 台湾、ベトナムなど 8,369店
ローソン 中国、インドネシアなど 7,394店

コンビニの国内店舗数は頭打ち

24232221201918171615141312111009082007
（注）大手7社、各年12月末　（出所）日本フランチャイズチェーン協会 （年）

（万店）

0

イオン子
会
社

JR
東日本

完全子会社

1,161億円（ニューデイズブランド全体）　�
512店

JR東日本クロスステーション
（ニューデイズ）
首都圏などの駅ナカで展開

13億円　 1億円（コンビニエンス・ストア事業）　 4店　�
200人　 484万円　 42歳　 25年2月期

シー・ヴイ・エス・ベイエリア【2687】S

千葉県地盤。「ローソン」ブランドの店舗運営

384億円　 4億円　 396店　 178人　�
448万円　 49歳　 25年2月期

ポプラ【7601】S

中国地方が地盤。「ポプラ」のほか、「生活彩家」 
「くらしハウス」「スリーエイト」など

1,967億円　�
1,191店　�
24年12月期

セコマ
北海道地盤。

「セイコーマート」など

670億円　 9億円　�
日販 60.1万円　 332店　�
111人　 669万円　�
48歳　 25年2月期

スリーエフ【7544】S

神奈川県など首都圏で 
「ローソン・スリーエフ」展開

798億円▲　 ▲12億円（デイリーヤマザキ事業）　�
1,290店　 24年12月期

山崎製パン【2212】P（デイリーヤマザキ）
ベーカリー、酒販店からの転換多い

（注）� はチェーン国内全店売上高。エリアFCを行っている企業はエリアFCを含む。 は単体。日販は1店当たり平均日販。 はエリアFCを含む期末店舗
数。円グラフは各社の売上構成（%）

3社でシェア9割超

三井物産

セブン&アイ・ホールディングス

伊藤忠食品

成城石井

提携・取引関係

取引関係

「ローソン・スリーエフ」を共同運営

「ローソン・ポプラ」を展開

完全子会社

完全子会社

ダイエー
00年、ローソンの�
保有株大部分を売却

KDDIと50％ずつ�
出資する持ち分法
適用会社に

セブンｰイレブン・ジャパン

加工食品
27.1

日配食品
12.4

非食品
32.2

ファスト
フード
28.3

ローソン
ローソン

日配食品
14.9

非食品
8.9

ファスト
フード
23.4

加工食品
（たばこ
含む）
52.8

18年、コンビニ事業の�
大部分を売却

国内最大のコンビニチェーン

店内調理や宅配を強化

1
位

3
位

2,849億円　 ▲26億円　�
日販 42.5万円　 1,848店　 1,527人　�
613万円　 45歳　 25年2月期

ミニストップ【9946】P

店内ファストフードに特色

4
位

三菱商事

子会社

5兆3,697億円�
2,337億円　�

日販 69.2万円　�
21,743店　�
8,248人　�
25年2月期

3兆2,438億円�
事業利益803億円　�
日販 57.3万円　�
16.251店　�
5,574人�
25年2月期

2兆5,024億円�
653億円▲　�

日販 57.4万円　�
14,694店　�
11,928人　�
25年2月期

57 56

自
動
車・機
械・造
船

商用車

軽自動車主力

日本自動車販売協会連合会：東京都港区芝大門1-1-30 日本自動車会館 http://www.jada.or.jp/
全国軽自動車協会連合会：東京都港区芝大門1-1-30 日本自動車会館 https://www.zenkeijikyo.or.jp/業界団体等

【SDV】 ｢Software Defined Vehicle（ソフトウエア・デファインド・ビークル）」の頭文字をとったもの。インターネットを通じたソフトウエアの
更新で自動車の性能を向上することができる。例えば自動運転車でなくても、ソフト更新で自動運転車に変えられる。キーワード

国内新車販売台数：457万5,705台（2024年度、日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会）業界規模
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ＥＶ市場停滞で戦略見直しも注目企業の成長戦略

日本経済新聞記者が読む今後の焦点

ホンダのN-BOXが根強い人気。トヨタの高級ミニバン「アル
ファード」が前年度から順位を大きく上げ10位にランクイン。

2020年 1月 トヨタ、静岡県裾野市に「ウーブン・シティ」を建設す
ると発表

2021年 3月 トヨタといすゞ 、資本提携を発表
7月 トヨタ中心の商用車の技術開発会社にスズキとダイ

ハツが参画
2022年 9月 ホンダ、ソニーグループとEV開発の共同出資会社設立
2024年 12月 ホンダと日産自動車が経営統合の協議に入ると発表。持ち株会

社方式での統合を目指すも方針転換により、25年2月破談に

国内自動車業界年表 年表

基
礎
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ガ
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リ
ン
車
１
台
に
使
わ
れ
る
部
品
点
数

は
３
万
点
に
上
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と
言
わ
れ
、
数
多
く
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メ
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カ
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が
完
成
車
メ
ー
カ
ー
を
支
え

る
。
従
事
者
は
日
本
の
全
就
業
者
数
の
約
１

割
を
占
め
、
雇
用
に
及
ぼ
す
影
響
が
大
き

い
。
世
界
各
国
・
地
域
で
製
造
業
の
中
心
を

担
う
。

最
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の
動
向

自
動
車
業
界
は
米
テ
ス
ラ
や
中
国
比
亜
迪

（
Ｂ
Ｙ
Ｄ
）
な
ど
新
興
勢
の
台
頭
も
あ
り
、

生
き
残
り
へ
向
け
た
再
編
な
ど
を
模
索
す
る

動
き
が
出
て
い
る
。
２
０
２
４
年
12
月
に
は

ホ
ン
ダ
と
日
産
自
動
車
が
経
営
統
合
に
向
け

た
協
議
に
入
る
と
発
表
、
業
界
に
衝
撃
を
与

え
た
。
持
ち
株
会
社
方
式
で
の
統
合
を
目
指

し
た
が
、
ホ
ン
ダ
が
日
産
を
子
会
社
化
す
る

方
針
に
転
換
。
日
産
と
折
り
合
わ
ず
統
合
協

議
は
破
談
と
な
っ
た
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商
用
車
で
は
25
年
６
月
、
日
野
自
動
車
と

三
菱
ふ
そ
う
ト
ラ
ッ
ク
・
バ
ス
が
経
営
統
合

で
最
終
合
意
し
た
と
発
表
し
た
。
両
社
が
傘

下
に
入
る
持
ち
株
会
社
が
26
年
４
月
に
上
場

す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

各
社
の
業
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に
大
き
く
影
響
を
及
ぼ
す
の

が
、
ト
ラ
ン
プ
米
大
統
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打
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し
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車
に
対
す
る
追
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関
税
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だ
。
日
本
車
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ー
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多
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、
日
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や
マ
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ダ
な
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が
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な
影
響
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る
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トヨタ連合

ホンダ・日産・三菱

ＥＶ鈍化で一部見直しも
国内自動車メーカーの電動化関連戦略

トヨタ自動車 ＥＶの世界販売台数を2026年に150万台とす
る目標を見直す方針を公表

ホンダ 2030年度までにEVやソフトウエア開発に10
兆円を投じる計画を修正、3割減の7兆円に

日産自動車 北九州市で建設予定だった安価なEV電池工場
を断念

スズキ 2031年3月期に日本でＥＶ6モデル、インドで4
モデルの展開を計画

車名別国内新車販売ランキング（2024年度）

国内新車販売台数の推移

（万台）

（年度）

（万台） （％）

販売台数（左軸） 軽自動車比率（右軸）

（出所）日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会　

0 5 10 15 20 25
アルファード（トヨタ）

ハスラー（スズキ）＊

フリード（ホンダ）
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シエンタ（トヨタ）

タント（ダイハツ）＊

カローラ（トヨタ）

スペーシア（スズキ）＊

ヤリス（トヨタ）

N-BOX（ホンダ）＊

（出所）日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会　（注）＊は軽自動車
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（注）� 世界販売台数は2024年度実績。各社決算資料などから引用
は出資関係、％は出資比率 は業務提携関係

100％
完成車相互供給

89.3％

21％ ＥＶプラットフォームを
共同開発

完
成
車
供
給

東
南
ア
ジ
ア
な
ど
で
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
供
給

資本提携

4.9％

業務提携

24.5％

軽
自
動
車
供
給 完

成
車
供
給

資
本
提
携

50・1
％

資
本

提
携

5
％

軽自動車供給

経営統合協議が破談、 
知能化領域などで協業継続

完成車供給

96万台　 
45万台　

ダイハツ工業
スズキ

ダイハツ工業

20
・
4
％

10
％

10
％

10
％

10
％

60
％

5・４
％

EV開発で 
業務提携

完
成
車
供
給

完成車供給

48兆367億円　 
4兆7,955億円▼　 

1,101万台（トヨタ、日野、ダイハツ、レクサ
ス合計）　 

150万台　 
383,853人　 982万円　 41歳

トヨタ自動車【7203】P

国内最大のメーカー。高級車「レクサス」を 
世界展開。世界新車販売台数で5年連続首位

3兆2,080億円　 2,291億円▼　 
53万台　 8万台　 

42,117人　 807万円　 41歳

いす 自ゞ動車【7202】P

トラック大手。海外ではピックアップトラックも 
展開。21年4月、ボルボからUDトラックス買収

コマーシャル・ジャパン・ 
パートナーシップ・ 
テクノロジーズ

2021年4月設立。 
商用車のCASE対応で協業

5兆8,251億円　 6,428億円▲　
324万台　 
71万台　 74,077人　 

784万円　 41歳

スズキ【7269】P

インド市場で首位。 
小型車大手

12兆6,332億円　 697億円▼　 
334万台　 
46万台　 

132,790人　 895万円　 
41歳

日産自動車【7201】P

仏ルノーと連携。高級車「インフィニティ」
ブランドでも世界展開

ソニーグループ【6758】P

ホンダと合弁、26年にEV投入

21兆6,887億円  1兆2,134億円▼　 
371万台　 
63万台　 

194,173人　 895万円　 45歳

ホンダ【7267】P

海外生産で先行

2兆7,882億円　 1,388億円▼　 
84万台　 11万台　 

28,982人　 813万円　 42歳

三菱自動車【7211】P

東南アジアで高いシェア握る

5兆188億円　 1,861億円▼　 
130万台　 15万台　 

48,783人　 714万円　 43歳

マツダ【7261】P

エンジン技術や開発体制の 
効率化に強み

4兆6,857億円　 4,053億円▼　 
93万台　 
10万台　 

37,866人　 730万円　 40歳

SUBARU【7270】P

米市場や中大型車に強み
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トラック国内 
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1兆6,972億円▲  574億円▲　 
12万台　 4万台　 

32,903人　 655万円　

日野自動車【7205】P

トラック大手。トヨタ向けに受託生産も
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月
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10.7％

三菱グループ

三菱商事

ダイムラートラック 
ホールディング
21年12月に旧ダイムラーから 
トラック・バス部門を分離し誕生

独

三菱ふそうトラック・バス
17年に国内メーカー 

初のEVトラック「eキャンター」発売
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業界地図の社名横または下にある【　】の4ケタ数字は証券コード。また、東京証券取引所の市場区分見直しに伴い、プ
ライム市場を P、スタンダード市場を S、グロース市場を Gとアイコンで表記。ただし、スペースの都合で証券コードお
よびアイコンを掲載していない箇所もある

（ないしは ）は、それぞれ原則として、連結ベースの売上高、営業利益、経常利益、純利益などの業績を表す。
事業ごとの数値の場合は業績データの最後に事業名を明記。▲は赤字。前年比で10%以上増加している場合は「▲」、
10%以上減少している場合は「▼」。赤字の場合は増減を示さない。ただし前号不記載、事業セグメントや決算期の変更
等で増減の算出を行っていない場合がある。日本企業の決算期は原則として2025年3月期末、外国企業は24年12月期
末。異なる場合は に決算期を明記

は従業員数。 は従業員の平均年齢（単独）。以上のデータは原則として日経リサーチによる各社への調査に基づく決
算期末時点の数値。 は直近の有価証券報告書に記載されている従業員の平均年収

その他、注記または出所のない図表・経営数字は、各社に対する取材、日本経済新聞、日経MJ、日経ヴェリタス、日経会社
情報による調査、および各企業の決算資料などによる

日経平均株価の構成銘柄である、東証プライム市場に上場している225銘柄にアイコンを設定している。ただし、
スペースの都合で掲載していない箇所もある。日経平均株価についてはp34-35 「知っておきたい日経225」 も参照

原則として当該企業の本社所在地を国・地域アイコンで表示
業界規模の根拠数値が米ドルの場合、2025年6月30日時点のレート（1ドル＝144.1円）で換算

業界の勢力関係、企業間の提携・
出資関係などが一目でわかる。
業績や平均年収、平均年齢など
も掲載

日経記者が、業界の基礎知識と
最新の動向を解説。大きな動き
のあった主要企業の戦略もわか
る

基礎知識 最近の動向

業界の最新トピック、全体の流
れなどを明示。業界を見るうえ
でのポイントがわかる

ポイント

売上高や出荷量などで、その業
界の規模がわかる。売上高など
金額の場合は対数グラフで規模
感を表示（一部の業界を除く）

業界規模

業界地図

直近の
売上高、利益

証券コード 東証の市場区分

M&Aや新商品投入、新分野開拓
など積極的な成長戦略をとる注
目企業を解説

注目企業の成長戦略

図表・グラフから業界を取り巻
く環境変化やこれからの動きを
探るためのヒントがつかめる。
日経記者による詳細な解説も必
読

今後の焦点
日本経済新聞記者が読む

シェアやランキング、生産量・消
費量など業界がさらによくわか
るビジュアルデータも豊富に掲
載

データで見る業界

年表形式で、業界の過去と今後
の重要なイベント・できごとが
わかる

業界年表

注目すべきキーワードをピック
アップし、わかりやすく解説

キーワード

業界を調べる際にアクセスすべ
き団体や組織

業界団体等

従業員数、平均年収、平均年齢
日経平均株価（日経225）
構成銘柄を示すアイコン

2025年度後半～26年度の業績見
通しを原則として4段階で表示

業界全体の売上が10%程
度以上の伸び。または代表
的企業群の利益が10%程
度以上の伸び

業 界 全 体の売 上が0 〜
10%程度の伸び。または代
表的企業群の利益が0 〜
10%程度の伸び

業界全体の売上が10%程
度以上縮小。または代表的
企業群の利益が10%程度
以上縮小

業界天気図

業界全体の売上が0 〜10 
%程度の縮小。または代表
的企業群の利益が0 〜10 
%程度の縮小

関連する業界の番号と業界名を
掲載

関連業界


